
7,181 5,282 11,100

職員人件費　② 5,015 5,006 5,226 5,273

総事業費（①＋②） 14,931 12,187 10,508 16,373

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

令

道路・交通
施策体系

施

和

策の内容 道路の整備

目

２

　
　
　
的

　境界確定事

年

務のうち、現地境界確

度

認作業を

主
た
る
内
容

　

評

本市が管理している公

価

共用地（市道・水路
委

）

託し、事務の効率化を

刈

図る。 敷など）に接続

谷

する土地の所有者から

市

の土地
境界確認願によ

事

って公図や仮測量図の

務

調査、
現場立会および

事

境界確定を行う。

位
置

業

づ
け

関連計画  

根拠法

評

令 不動産登記法

対象者

価

市民 事業期間 ～

実施方

シ

法 ■直営　■委託　□

ー

指定管理　□補助・助

ト

成　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　

担

事
　
業
　
実
　
績

３０年

当

度実績 元年度実績 ２年

部

度実績 ３年度計画

・依

建

頼件数　153件 ・依

設

頼件数　105件 ・依

部

頼件数　95件 ・依頼

一

件数　150件

　未登

般

記道路の解消等を進め

会

、適正に財産管理を行

計

った。

成果
　境界確定

登

業務の委託により、事

記

務の効率化を図った。

事

　いまだ未登記道路は

務

多く存在し、適正な財

等

産管理のためには、そ

委

の処理が不可欠である

託

。今後も事業の継続が

事

必要であ

る。
課題

指標

業

名称（単位）
実績値 目

担

標値

３０年度 元年度 ２

当

年度 ３年度 ５年度

 
指

課

標
 

指標
 

他市との
比

土

較検証

木管理課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業
　

当

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

係

３０年度 元年度 ２年度

施

３年度 ２年度

（決算）

設

（決算） （決算） （予

管

算） 事業費内訳

事業費

理

　① 9,916 7,1

係

81 5,282 11,

8

100 合計 5,282

1

,420 円
委託料 5

1

,282,420 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 9,916



費（①＋②） 1,679 1,774 747 2,423

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

令

道路・交通
施策体系

施

和

策の内容 道路の整備

目

２

　
　
　
的

　公共測量、

年

その他測量業務に資す

度

る公共基

主
た
る
内
容

　

評

公共基準点の機能保全

価

及び回復を行う。
準点

）

を適正に管理し、公共

刈

事業や都市開発事
業の

谷

省力化を図る。

位
置
づ

市

け

関連計画  

根拠法令

事

測量法

対象者 市民 事業

務

期間 平成２０年度 ～

実

事

施方法 □直営　■委託

業

　□指定管理　□補助

評

・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

会

０年度実績 元年度実績

計

２年度実績 ３年度計画

名

・公共基準点復旧　1

担

点 ・公共基準点復旧　

当

1点 　 ・公共基準点復

部

旧　3点
　
　
　
　　　

建

―――――――

　公共

設

基準点使用報告書によ

部

り報告された異状を来

一

たした基準点、亡失し

般

た基準点を適切に復旧

会

した。

成果

　公共基準

計

点は、財産管理の基本

公

となる用地境界確定に

共

資するもので、今後も

基

適正な管理を要する。

準

また、基準点制度を

維

点

持するために数年に一

管

度、基準点の精度確認

理

測量を行っていく必要

事

がある。
課題

指標名称

業

（単位）
実績値 目標値

担

３０年度 元年度 ２年度

当

３年度 ５年度

 
指標

 

課

指標
 

他市との
比較検

土

証

木管理課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

当

ス
　
ト

単位：千円
３０

係

年度 元年度 ２年度 ３年

施

度 ２年度

（決算） （決

設

算） （決算） （予算）

管

事業費内訳

事業費　①

理

907 1,004 0 1

係

,670 合計 0 円

財

8

　
源

特定財源 0 0 0 0

1

一般財源 907 1,0

1

04 0 1,670

職員人件費　② 772 770 747 753

総事業



1

494,062 円
需

道

用費 92,620 円

路

財
　
源

特定財源 0 0 0

維

0 委託料 33,962

持

,632 円
使用料及

係

び賃借料

一般財源 19,736 80,219 36,494 30,905 1,706,320 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 4,629 4,621 4,106 6,027 交付金 732,490 円

総事業費（①＋②） 24,365 84,840 40,600 36,932

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

計画推進

基本施策 情報

和

共有
施策体系

施策の内

２

容 電子市役所の推進

目

年

　
　
　
的

　建設事業に

度

必要な各種システムの

評

保守管理

主
た
る
内
容

　

価

工事積算システム、Ｃ

）

ＡＤシステム、占用
等

刈

を行うことにより、事

谷

務の効率化及び迅速 シ

市

ステム及び道路ＧＩＳ

事

の運用管理を行う。
化

務

を図る。

位
置
づ
け

関連

事

計画

根拠法令

対象者 市

業

民、市職員 事業期間 ～

評

実施方法 □直営　■委

価

託　□指定管理　□補

シ

助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

名

３０年度実績 元年度実

担

績 ２年度実績 ３年度計

当

画

・システム保守委託

部

　一式 ・システム保守

建

委託　一式 ・システム

設

保守委託　一式 ・シス

部

テム保守委託　一式
・

一

システム借上　一式 ・

般

システム借上　一式 ・

会

システム借上　一式 ・

計

システム借上　一式
・

建

道路ＧＩＳデータ更新

設

業務 ・道路ＧＩＳデー

関

タ更新業務 ・道路ＧＩ

係

Ｓデータ更新業務 ・道

シ

路ＧＩＳデータ更新業

ス

務
　委託　一式 　委託

テ

　一式 　委託　一式 　

ム

委託　一式

　道路ＧＩ

管

Ｓデータを更新し、最

理

新の地図データを市民

事

及び職員へ提供するこ

業

とができた。

成果

課題

担

指標名称（単位）
実績

当

値 目標値

３０年度 元年

課

度 ２年度 ３年度 ５年度

土

指標

指標

他市との
比較

木

検証

管理課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

係

　
ス
　
ト

単位：千円
３

施

０年度 元年度 ２年度 ３

設

年度 ２年度

（決算） （

管

決算） （決算） （予算

理

） 事業費内訳

事業費　

係

① 19,736 80,

8

219 36,494 3

1

0,905 合計 36,



単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

都市環境

基本施策 道路

令

・交通
施策体系

施策の

和

内容 道路の整備

目
　
　

２

　
的

　道路維持管理業

年

務のために設置された

度

土木

主
た
る
内
容

　土木

評

管理事務所の管理を行

価

う。
管理事務所を管理

）

し、円滑な道路維持管

刈

理業
務を行う。

位
置
づ

谷

け

関連計画  

根拠法令

市

 

対象者 市職員 事業期

事

間 ～

実施方法 ■直営　

務

□委託　□指定管理　

事

□補助・助成　□その

業

他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　
実

１

　
績

３０年度実績 元年

）

度実績 ２年度実績 ３年

会

度計画

・光熱水費等の

計

支払い ・光熱水費等の

名

支払い ・光熱水費等の

担

支払い ・光熱水費等の

当

支払い
・施設の修繕 ・

部

施設の修繕 ・施設の修

建

繕 ・施設の修繕

　土木

設

管理事務所の維持に必

部

要な事務管理を行った

一

。

成果

　道路維持管理

般

業務の委託を含め、土

会

木管理事務所の業務内

計

容について検討する必

管

要がある。

課題

指標名

理

称（単位）
実績値 目標

事

値

３０年度 元年度 ２年

務

度 ３年度 ５年度

 
指標

所

 
指標

 
他市との
比較

管

検証

理事業
担当課 土木

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

管

　
ス
　
ト

単位：千円
３

理

０年度 元年度 ２年度 ３

課

年度 ２年度

（決算） （

款

決算） （決算） （予算

項

） 事業費内訳

事業費　

目

① 258 416 634

担

491 合計 634,2

当

22 円
需用費 581

係

,815 円

財
　
源

特

総

定財源 0 0 0 0 役務費

務

42,210 円
使用

係

料及び賃借料 10,1

8

97 円

一般財源 25

2

8 416 634 491

1

職員人件費　② 772 770 0 0

総事業費（①＋②） 1,030 1,186 634 491

建
設
事
業

全体事業費（



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 127,532 131,732 127,986 146,380 合計 127,986,334 円
報償費 1,119,900 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 1 需用費 3,051,544 円
役務費 737,158 円

一般財源 127,532 131,732 127,986 146,379 委託料 117,048,096 円
原材料費 5,995,638 円

職員人件費　② 9,644 9,627 9,333 10,170 備品購入費 33,998 円

総事業費（①＋②） 137,176 141,359 137,319 156,550

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市環境

基本

令

施策 道路・交通
施策体

和

系
施策の内容 道路の整

２

備

目
　
　
　
的

　市民と

年

市が協働して快適な道

度

路環境づくり

主
た
る
内

評

容

　道路の草刈や路面

価

清掃、冠水表示板等の

）

維
を推進する。 持管理

刈

を行うとともに、ボラ

谷

ンティア団体な
どが行

市

う清掃活動に対して支

事

援する。

位
置
づ
け

関連

務

計画  

根拠法令  

対象

事

者 市民 事業期間 ～

実施

業

方法 □直営　■委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

計

年度実績 元年度実績 ２

名

年度実績 ３年度計画

・

担

路面・桝・側溝清掃業

当

務委 ・路面・桝・側溝

部

清掃業務委 ・路面・桝

建

・側溝清掃業務委 ・路

設

面・桝・側溝清掃業務

部

委
　託 　託 　託 　託
・

一

草刈業務委託 ・草刈業

般

務委託 ・草刈業務委託

会

・草刈業務委託
・路面

計

冠水表示板保守点検業

道

・路面冠水表示板保守

路

点検業 ・路面冠水表示

管

板保守点検業 ・路面冠

理

水表示板保守点検業
　

事

務委託 　務委託 　務委

業

託 　務委託
・地下道排

担

水設備保守点検業 ・地

当

下道排水設備保守点検

課

業 ・地下道排水設備保

土

守点検業 ・地下道排水

木

設備保守点検業
　務委

管

託 　務委託 　務委託 　

理

務委託
・ボランティア

課

団体（各地 ・ボランテ

款

ィア団体（各地 ・ボラ

項

ンティア団体（各地 ・

目

ボランティア団体（各

担

地
　区）の清掃活動 　

当

区）の清掃活動 　区）

係

の清掃活動 　区）の清

施

掃活動

　路面清掃や草

設

刈等を行うことにより

管

、安全で快適な道路環

理

境の維持を図ることが

係

できた。

成果

　

課題

指

8

標名称（単位）
実績値

2

目標値

３０年度 元年度

2

２年度 ３年度 ５年度

指

道

標
 

指標
 

他市との
比

路

較検証

維持係



うことにより、安全で快適な道路環境の維持を図ることができた。

　施設の老朽化に伴い補修要望が増加し、迅速な補修対応が困難になってきている。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 696,448 689,762 669,685 745,354 合計 669,684,510 円
委託料 12,287,000 円

財
　
源

特定財源 78,075 93,174 123,113 358,303 工事請負費 652,232,900 円
原材料費 5,164,610 円

一般財源 618,373 596,588 546,572 387,051

職員人件費　② 26,619 26,571 27,625 17,327

総事業費（①＋②） 723,067 716,333 697,310 762,681

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 道路占用

Ｄ

料
社会資本整備総合交

　

付金（国

４年度以降の

　

事業費見込 0 ）
道路ﾒ

　

ﾝﾃﾅﾝｽ事業費補助

Ｏ

金（国

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 道路・

令

交通
施策体系

施策の内

和

容 道路の整備

目
　
　
　

２

的

　道路等の維持補修

年

を行うことにより、交

度

通

主
た
る
内
容

○道路施

評

設等の補修
安全の推進

価

及び通行の安全確保を

）

図る。 ○補修用資材の

刈

購入に関する費用

位
置

谷

づ
け

関連計画  

根拠法

市

令 道路法 

対象者 市民

事

事業期間 ～

実施方法 □

務

直営　■委託　□指定

事

管理　□補助・助成　

業

□その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　

１

業
　
実
　
績

３０年度実

）

績 元年度実績 ２年度実

会

績 ３年度計画

・道路舗

計

装の改修・補修 ・道路

名

舗装の改修・補修 ・道

担

路舗装の改修・補修 ・

当

道路舗装の改修・補修

部

・道路側溝の改修・補

建

修 ・道路側溝の改修・

設

補修 ・道路側溝の改修

部

・補修 ・道路側溝の改

一

修・補修
・道路後退に

般

伴う舗装修繕 ・道路後

会

退に伴う舗装修繕 ・道

計

路後退に伴う舗装修繕

道

・道路後退に伴う舗装

路

修繕
・道路土工構造物

補

の点検・補 ・道路土工

修

構造物の点検・補 ・道

事

路土工構造物の補修・

業

計 ・道路土工構造物の

担

補修
　修 　修 　画策定

当

・排水ポンプの補修
・

課

横断歩道橋の点検・計

土

画策 ・横断歩道橋の補

木

修 ・横断歩道橋の補修

管

・路面下空洞調査業務

理

委託
　定 ・排水ポンプ

課

の補修 ・排水ポンプの

款

補修 ・道路補修用資材

項

の購入
・排水ポンプの

目

補修 ・路面下空洞調査

担

業務委託 ・路面下空洞

当

調査業務委託 （令和2

係

年度繰越分）
・路面下

道

空洞調査業務委託 ・道

路

路補修用資材の購入 ・

維

道路補修用資材の購入

持

・横断歩道橋の補修
・

係

道路補修用資材の購入

8

　住民・地区からの要

2

望や日常の道路パトロ

2

ールにより確認された、道路施設の損傷個所や劣化箇所の補修及び道路土工

成果
構造物や横断歩道橋の定期点検結果に基づき補修を行



1 1,904 合計 1,310,953 円
需用費 913,471 円

財
　
源

特定財源 0 28 0 60 役務費 329,582 円
公課費 67,900 円

一般財源 1,330 1,527 1,311 1,844

職員人件費　② 772 770 0 0

総事業費（①＋②） 2,102 2,325 1,311 1,904

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 自動車事故共済保険金収入

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

３

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 道路・交

令

通
施策体系

施策の内容

和

道路の整備

目
　
　
　
的

２

　円滑な業務を行うた

年

め、道路維持管理業務

度

主
た
る
内
容

　6台の業

評

務車の車検及び修繕な

価

どの管理を行
に用いる

）

業務車を最適な状態に

刈

保つ。 う。
　普通貨物

谷

自動車　2台
　大型特

市

殊自動車　1台
　小型

事

貨物自動車　2台
　軽

務

貨物自動車　　1台

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

業

法令  

対象者 市職員 事

評

業期間 ～

実施方法 ■直

価

営　■委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

３０年度実績

担

元年度実績 ２年度実績

当

３年度計画

・普通貨物

部

自動車　3台 ・普通貨

建

物自動車　3台 ・普通

設

貨物自動車　3台 ・普

部

通貨物自動車　3台
・

一

大型特殊自動車　1台

般

・大型特殊自動車　1

会

台 ・大型特殊自動車　

計

1台 ・大型特殊自動車

業

　1台
・普通自動車　

務

　　2台 ・普通自動車

車

　　　2台 ・普通自動

管

車　　　2台 ・普通自

理

動車　　　2台

　業務

事

車の点検、修繕を行い

業

、適正な車両管理を実

担

施した。

成果

　年式の

当

古い業務車については

課

、修繕費が高くなるこ

土

ともあるため、順次車

木

両の入替えなども検討

管

していく必要がある。

理

課題

指標名称（単位）

課

実績値 目標値

３０年度

款

元年度 ２年度 ３年度 ５

項

年度

 
指標

 
指標

 
他

目

市との
比較検証

担当係 総務係

8 2

Ｃ
　

2

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,330 1,555 1,31



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市環境

基本施策 道

令

路・交通
施策体系

施策

和

の内容 道路の整備

目
　

２

　
　
的

　降雪等による

年

市道の凍結を防ぎ、道

度

路交通

主
た
る
内
容

　降

評

雪等による市道の凍結

価

を防ぐため、雪氷
の安

）

全を図る。 凍結防止剤

刈

散布を行う。

位
置
づ
け

谷

関連計画  

根拠法令  

市

対象者 市民 事業期間 ～

事

実施方法 □直営　■委

務

託　□指定管理　□補

事

助・助成　□その他

業評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

１

３０年度実績 元年度実

）

績 ２年度実績 ３年度計

会

画

　 　 　 ・降雪時等、

計

路面凍結のおそ
　 　 　

名

れがある場合に散布予

担

定
　 　 　
　 　 　
　　　

当

――――――― 　　　

部

――――――― 　　　

建

―――――――

成果

 

設

課題

指標名称（単位）

部

実績値 目標値

３０年度

一

元年度 ２年度 ３年度 ５

般

年度

 
指標

 
指標

 
他

会

市との
比較検証

計
雪氷凍結対策事

Ｃ
　

業

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

担

位：千円
３０年度 元年

当

度 ２年度 ３年度 ２年度

課

（決算） （決算） （決

土

算） （予算） 事業費内

木

訳

事業費　① 243 0

管

0 2,772 合計 0 

理

円

財
　
源

特定財源 0 0

課

0 0

一般財源 243 0

款

0 2,772

職員人件

項

費　② 1,157 1,

目

155 1,120 1,

担

130

総事業費（①＋

当

②） 1,400 1,1

係

55 1,120 3,9

施

02

建
設
事
業

全体事業

設

費（単位：千円） 0 ２

管

年度特定財源名称

２年

理

度までの累積事業費 0

係

４年度以降の事業費見

8

込 0

2 2



託料 797,137 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 公有財産購入費 50,092,988 円
負担金、補助及び

一般財源 45,617 56,570 61,462 70,000 交付金 10,572,000 円

職員人件費　② 4,244 4,236 4,106 4,143

総事業費（①＋②） 49,861 60,806 65,568 74,143

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

令

道路・交通
施策体系

施

和

策の内容 道路の整備

目

２

　
　
　
的

　狭あい道路

年

の解消を促進し、生活

度

道路を整

主
た
る
内
容

　

評

建築基準法第４２条第

価

２項の規定により後
備

）

することで良好な市街

刈

地形成を促すととも 退

谷

する用地の測量、幅員

市

４ｍとするための用
に

事

、生活環境の向上を図

務

る。 地購入、後退用地

事

の測量及び構造物撤去

業

費の
補助を行う。

位
置

評

づ
け

関連計画  

根拠法

価

令  

対象者 市民 事業期

シ

間 平成２０年度 ～

実施

ー

方法 □直営　■委託　

ト

□指定管理　□補助・

（

助成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

部

年度実績 元年度実績 ２

建

年度実績 ３年度計画

・

設

用地購入 27件 ・用

部

地購入 30件 ・用地

一

購入 29件 ・用地購

般

入 30件　　
・寄附

会

　　　8件　　 ・寄附

計

　　 10件　　 ・寄

狭

附　　  7件　　 ・

あ

補助金   40件
・

い

補助金   34件 ・

道

補助金   33件 ・

路

補助金   31件 ・

整

その他申請に応じて対

備

応

　道路後退用地の測

事

量等を行い、その用地

業

を購入することにより

担

、道路幅4ｍを確保で

当

きた。

成果

課題

指標名

課

称（単位）
実績値 目標

土

値

３０年度 元年度 ２年

木

度 ３年度 ５年度

 
指標

管

 
指標

 
他市との
比較

理

検証

課

款 項 目 担当係 施

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

設

　
ス
　
ト

単位：千円
３

管

０年度 元年度 ２年度 ３

理

年度 ２年度

（決算） （

係

決算） （決算） （予算

8

） 事業費内訳

事業費　

2

① 45,617 56,

3

570 61,462 70,000 合計 61,462,125 円
委



業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市環境

基本施策 道

令

路・交通
施策体系

施策

和

の内容 道路の整備

目
　

２

　
　
的

　地区要望に応

年

え、見通しの悪い交差

度

点にお

主
た
る
内
容

　隅

評

切り等の用地を取得す

価

るため用地測量、
ける

）

隅切用地等を取得し、

刈

通行の安全を確保 土地

谷

購入、物件移転補償を

市

行う。
する。

位
置
づ
け

事

関連計画

根拠法令

対象

務

者 市民 事業期間 ～

実施

事

方法 ■直営　■委託　

業

□指定管理　□補助・

評

助成　□その他

価シート （様式１

Ｂ

）

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

会

年度実績 元年度実績 ２

計

年度実績 ３年度計画

・

名

公共用地取得面積　6

担

.87㎡ ・公共用地取

当

得面積　40.34㎡

部

　 ・地区要望にて随時

建

　
　
　
　　　――――

設

―――

地区要望に応え

部

、見通しの悪い交差点

一

における隅切用地等を

般

取得し、通行の安全確

会

保に努めることができ

計

た。

成果

課題

指標名称

公

（単位）
実績値 目標値

共

３０年度 元年度 ２年度

用

３年度 ５年度

指標

指標

地

他市との
比較検証

取得事業
担当課 土

Ｃ

木

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

管

単位：千円
３０年度 元

理

年度 ２年度 ３年度 ２年

課

度

（決算） （決算） （

款

決算） （予算） 事業費

項

内訳

事業費　① 1,7

目

95 8,009 0 3,

担

108 合計 0 円

財
　

当

源

特定財源 0 0 0 0

一

係

般財源 1,795 8,

施

009 0 3,108

職

設

員人件費　② 1,15

管

7 1,155 1,12

理

0 1,130

総事業費

係

（①＋②） 2,952

8

9,164 1,120

2

4,238

建
設
事
業

全

3

体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事



実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 犯罪や事故への不安がなく安心して外出できると思 61.5 ― 65.1 60 65
指標 う市民の割合

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 46,544 44,412 40,865 42,000 合計 40,865,000 円
工事請負費 40,865,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 251 0

一般財源 46,544 44,412 40,614 42,000

職員人件費　② 5,787 5,776 3,733 6,780

総事業費（①＋②） 52,331 50,188 44,598 48,780

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 交通安全対策施設復旧工事原
因者負担金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市環境

基本施策 道

令

路・交通
施策体系

施策

和

の内容 道路の整備

目
　

２

　
　
的

　自動車の通行

年

及び自転車、歩行者へ

度

の交通

主
た
る
内
容

　防

評

護柵、道路標識、路面

価

標示（区画線）、
安全

）

の推進を図る。 路面の

刈

カラー塗装などの交通

谷

安全施設の新設
及び補

市

修を行う。

位
置
づ
け

関

事

連計画  

根拠法令 道路

務

法

対象者 市民 事業期間

事

～

実施方法 □直営　■

業

委託　□指定管理　□

評

補助・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

３０年度実績 元年度

計

実績 ２年度実績 ３年度

名

計画

・緊急輸送道路等

担

区画線設置 ・緊急輸送

当

道路等区画線設置 ・緊

部

急輸送道路等区画線設

建

置 ・緊急輸送道路等区

設

画線設置
・生活道路区

部

画線設置 ・生活道路区

一

画線設置 ・生活道路区

般

画線設置 ・生活道路区

会

画線設置
・通学路安全

計

対策（グリーン ・通学

交

路安全対策（グリーン

通

・通学路安全対策（グ

安

リーン ・通学路安全対

全

策（グリーン
　ベルト

対

） 　ベルト） 　ベルト

策

） 　ベルト）
・交通安

事

全対策（交差点カ ・交

業

通安全対策（交差点カ

担

・交通安全対策（交差

当

点カ ・交通安全対策（

課

交差点カ
　ラー、法定

土

外路面標示） 　ラー、

木

法定外路面標示） 　ラ

管

ー、法定外路面標示）

理

　ラー、法定外路面標

課

示）
・防護柵設置 ・防

款

護柵設置 ・防護柵設置

項

・防護柵設置

　緊急輸

目

送道路や幹線道路、生

担

活道路の区画線やカラ

当

ー塗装、法定外路面標

係

示の交通安全施設の新

道

設・補修を行い、道路

路

成果
の危険箇所を解消

維

し、安全性の確保を図

持

ることができた。

　近

係

年、交差点内の交通事

8

故対策としてカラー舗

2

装の要望が増加してい

3

る。今後も地元地区と連携し、危険箇所の抽出を

行う必要がある。
課題

指標名称（単位）



4

.8 100.0
指標

　国土交通省から長寿命化計画が示され、補助制度も確立し全国的に進められており近隣市においても同様
他市との である。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 121,711 98,386 156,809 361,910 合計 156,808,749 円
委託料 60,650,049 円

財
　
源

特定財源 59,848 39,406 107,300 273,903 工事請負費 96,158,700 円

一般財源 61,863 58,980 49,509 88,007

職員人件費　② 7,716 7,702 7,466 12,053

総事業費（①＋②） 129,427 106,088 164,275 373,963

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 道路メンテナンス事業費補助
金（国）

４年度以降の事業費見込 0 公共施設維持保全基金繰入金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市環境

基

令

本施策 道路・交通
施策

和

体系
施策の内容 道路の

２

整備

目
　
　
　
的

　既設

年

橋りょうの点検結果か

度

ら作成する長寿

主
た
る

評

内
容

○橋りょうの定期

価

点検の実施
命化修繕計

）

画を基に、計画的な修

刈

繕・補強を ○橋りょう

谷

補修の実施
行い、道路

市

網の安全を確保する。

事

位
置
づ
け

関連計画 国土

務

交通省インフラ長寿命

事

化計画

根拠法令 道路法

業

対象者 市民 事業期間 ～

評

実施方法 □直営　■委

価

託　□指定管理　□補

シ

助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

名

３０年度実績 元年度実

担

績 ２年度実績 ３年度計

当

画

・点検（1巡目）　

部

81橋 ・点検（1巡目

建

）　66橋 ・点検（2

設

巡目）　52橋 ・点検

部

（2巡目）　28橋
・

一

補修設計　　 　17

般

橋 ・補修設計　　 　

会

15橋 ・補修設計　　

計

  　9橋 ・補修設計

橋

　　  　2橋
・補修

り

工事　　 　21橋 ・

ょ

補修工事　　　　8橋

う

・補修工事　　　　6

長

橋 ・補修工事　　　　

寿

1橋
・修繕計画更新　

命

（Ｒ2繰越分）
・点検

化

（2巡目）　59橋
・

整

補修工事　　　　2橋

備

　

　橋りょうの長寿命

事

化を図るとともに第三

業

者被害の防止と利用者

担

の安全確保を図ること

当

ができた。また、計画

課

的に維持管

成果
理を進

土

めることで、ライフサ

木

イクルコストを縮減し

管

、かかる経費を平準化

理

することができた。

　

課

定期点検の計画的な実

款

施や予防保全を考慮し

項

た適切な修繕の実施に

目

当たっては、長期的な

担

財源確保が必要である

当

。

課題

指標名称（単位

係

）
実績値 目標値

３０年

道

度 元年度 ２年度 ３年度

路

５年度

活動 定期点検（

維

1巡目）の実施率（％

持

） 78.9 100.0

係

― ―
指標
活動 定期点検

8

（2巡目）の実施率（

2

％） ― ― 16.8 44



要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 80,630 79,008 77,669 94,220 合計 77,668,907 円
需用費 15,953,526 円

財
　
源

特定財源 2,345 2,454 2,278 2,134 役務費 858,581 円
委託料 59,775,853 円

一般財源 78,285 76,554 75,391 92,086 使用料及び賃借料
1,080,947 円

職員人件費　② 5,401 5,391 4,853 4,897

総事業費（①＋②） 86,031 84,399 82,522 99,117

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 道路占用料
みなくる広場使用料

４年度以降の事業費見込 0 行政財産目的外使用料
土地建物貸付

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

令

市街地・住環境
施策体

和

系
施策の内容 市街地の

２

整備・改善

目
　
　
　
的

年

　市内の駅前広場の維

度

持管理を行い、駅前広

評

主
た
る
内
容

　市内の駅

価

前広場、刈谷駅南北連

）

絡通路の清
場の美観等

刈

を維持する。 掃、点検

谷

及び修繕等を行う。

位

市

置
づ
け

関連計画  

根拠

事

法令  

対象者 市民 事業

務

期間 ～

実施方法 □直営

事

　■委託　□指定管理

業

　□補助・助成　□そ

評

の他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　

）

実
　
績

３０年度実績 元

会

年度実績 ２年度実績 ３

計

年度計画

・東刈谷駅前

名

広場他便所清掃 ・東刈

担

谷駅前広場他便所清掃

当

・東刈谷駅前広場他便

部

所清掃 ・東刈谷駅前広

建

場他便所清掃
・刈谷駅

設

北口・刈谷駅南口駅 ・

部

刈谷駅北口・刈谷駅南

一

口駅 ・刈谷駅北口・刈

般

谷駅南口駅 ・刈谷駅北

会

口・刈谷駅南口駅
前広

計

場清掃 前広場清掃 前広

駅

場清掃 前広場清掃
・富

前

士松駅前広場噴水保守

広

点 ・富士松駅前広場噴

場

水保守点 ・富士松駅前

等

広場噴水保守点 ・富士

管

松駅前広場噴水保守点

理

検 検 検 検
・野田新町駅

事

他エレベーター ・野田

業

新町駅他エレベーター

担

・野田新町駅他エレベ

当

ーター ・野田新町駅他

課

エレベーター
保守点検

土

保守点検 保守点検 保守

木

点検
・刈谷駅エスカレ

管

ーター保守 ・刈谷駅エ

理

スカレーター保守 ・刈

課

谷駅エスカレーター保

款

守 ・刈谷駅エスカレー

項

ター保守
点検 点検 点検

目

点検
・施設等修繕 ・施

担

設等修繕 ・施設等修繕

当

・施設等修繕
　施設の

係

老朽化による損傷及び

施

故意による破損に迅速

設

に対応した。

成果
　職

管

員による駅前広場等の

理

夜間パトロールを毎月

係

実施し、修繕箇所の早

8

期発見に努めた。

　経

4

年劣化により修繕を要

3

する箇所が増加することが予想され、計画的に修繕を行っていく必



,007

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

令

市街地・住環境
施策体

和

系
施策の内容 市街地の

２

整備・改善

目
　
　
　
的

年

　駅利用者の安全性を

度

確保する。

主
た
る
内
容

評

　刈谷駅南北連絡通路

価

の点検を行う。

位
置
づ

）

け

関連計画

根拠法令

対

刈

象者 市民 事業期間 ～

実

谷

施方法 □直営　■委託

市

　□指定管理　□補助

事

・助成　□その他

務事業評価シート （

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

様

０年度実績 元年度実績

式

２年度実績 ３年度計画

１

　 ・刈谷駅南北連絡通

）

路点検 ・刈谷駅南北連

会

絡通路中央部 ・駅前広

計

場照明灯ＬＥＤ化
　 ・

名

刈谷駅南北連絡通路上

担

屋構 改修設計 ・逢妻駅

当

ロータリー舗装補修
　

部

造検討 ・駅前広場照明

建

灯ＬＥＤ化 工事
　 ・刈

設

谷駅喫煙所周辺上下水

部

道 ・刈谷駅南北連絡通

一

路タイル
　　　―――

般

―――― 設備工 舗装補

会

修工事

成果

課題

指標名

計

称（単位）
実績値 目標

駅

値

３０年度 元年度 ２年

前

度 ３年度 ５年度

活動
指

広

標
活動
指標

他市との
比

場

較検証

等補修事業
担当課

Ｃ
　
事
　
業
　

土

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

木

３０年度 元年度 ２年度

管

３年度 ２年度

（決算）

理

（決算） （決算） （予

課

算） 事業費内訳

事業費

款

　① 4,698 14,

項

817 45,025 5

目

0,500 合計 45,

担

025,200 円
委

当

託料 25,117,4

係

00 円

財
　
源

特定財

施

源 0 0 0 0 工事請負費

設

19,907,800

管

 円

一般財源 4,69

理

8 14,817 45,

係

025 50,500

職

8

員人件費　② 0 1,1

4

55 1,493 1,5

3

07

総事業費（①＋②） 4,698 15,972 46,518 52



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 118,507 129,691 125,015 137,351 合計 125,015,379 円
報酬 1,002,456 円

財
　
源

特定財源 118,507 129,691 76,593 137,351 職員手当等 134,755 円
旅費 28,310 円

一般財源 0 0 48,422 0 需用費 4,014,786 円
役務費 659,516 円

職員人件費　② 6,172 6,161 0 0 委託料 118,713,940 円
使用料及び賃借料 461,616 円

総事業費（①＋②） 124,679 135,852 125,015 137,351

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
駐車場使用料

４年度以降の事業費見込 0 土地建物貸付収入
資源売却収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市環境

基本

令

施策 道路・交通
施策体

和

系
施策の内容 駐車場・

２

駐輪場の整備

目
　
　
　

年

的

　公共駐車場及び駐

度

輪場の適正な維持管理

評

と

主
た
る
内
容

　公共駐

価

車場及び駐輪場の清掃

）

、樹木剪定及
効率的な

刈

運営を行うことにより

谷

利用者サービ び設備の

市

点検保守等を行う。
ス

事

の向上を図る。

位
置
づ

務

け

関連計画  

根拠法令

事

駐車場法

対象者 市営駐

業

輪場及び駐車場利用者

評

事業期間 昭和４５年度

価

～

実施方法 ■直営　■

シ

委託　■指定管理　□

ー

補助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

担

績

３０年度実績 元年度

当

実績 ２年度実績 ３年度

部

計画

・駐車場運営管理

建

(指定管理) ・駐車場

設

運営管理(指定管理)

部

・駐車場運営管理(指

一

定管理) ・駐車場運営

般

管理(指定管理)
　　

会

13箇所 　　13箇所

計

　　13箇所 　　13

駐

箇所
・駐輪場管理(直

車

営・委託) ・駐輪場管

場

理(直営・委託) ・駐

等

輪場管理(直営・委託

管

) ・駐輪場管理(直営

理

・委託)
　  27箇

事

所 　  27箇所 　 

業

 27箇所 　  27

担

箇所

　指定管理者によ

当

る週末の駐車場受付業

課

務等、効率的な運営及

土

び適正な管理により、

木

利用者のサービス向上

管

に繋がった。

成果

　神

理

田駐車場及び立体駐車

課

場は経年劣化により修

款

繕を要する箇所が増加

項

することが予想され、

目

刈谷市公共施設維持保

担

全計

画の対象として計

当

画的に修繕を行ってい

係

く必要がある。
課題

指

総

標名称（単位）
実績値

務

目標値

３０年度 元年度

係

２年度 ３年度 ５年度

 

8

指標
 

指標

他市との
比

4

較検証

7 施設管理係



計 56,258,400 円
工事請負費 56,258,400 円

財
　
源

特定財源 59,551 18,292 56,258 84,220

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 1,120 1,130

総事業費（①＋②） 59,551 18,292 57,378 85,350

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 駐車場使用料

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 道路・

令

交通
施策体系

施策の内

和

容 駐車場・駐輪場の整

２

備

目
　
　
　
的

　公共駐

年

車場内の改修を行い、

度

利用者の利便

主
た
る
内

評

容

〇自転車駐車場証明

価

ＬＥＤ化
性の向上と駐

）

車車両の安全を図る。

刈

〇神田駐車場フェンス

谷

改修
〇駐車場回数券シ

市

ステム改修
〇駐車場Ｅ

事

Ｖセミリニューアル

位

務

置
づ
け

関連計画

根拠法

事

令

対象者 駐車場利用者

業

事業期間 ～

実施方法 □

評

直営　■委託　□指定

価

管理　□補助・助成　

シ

□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　

計

業
　
実
　
績

３０年度実

名

績 元年度実績 ２年度実

担

績 ３年度計画

相生駐車

当

場 神田駐車場 神田駐車

部

場 神田駐車場はじめ5

建

駐車場
・管制器更新 ・

設

照明ＬＥＤ化 ・照明Ｌ

部

ＥＤ化 ・料金精算機シ

一

ステム改修
・照明ＬＥ

般

Ｄ化 ・防犯カメラ更新

会

・管制機更新 相生駐車

計

場ＥＶセミリニュー
刈

駐

谷駅南口駐車場 相生駐

車

車場 相生駐車場 アル　

場

2基
・防犯カメラ設置

等

・自動火災報知設備更

改

新 ・予備発電機設置 自

修

転車駐車場照明ＬＥＤ

事

化
・中央監視装置更新

業

・屋外照明ＬＥＤ化
自

担

転車駐車場照明ＬＥＤ

当

化

駐車場利用者の利便

課

性や安全性の向上を図

土

ることができた。

成果

木

課題

指標名称（単位）

管

実績値 目標値

３０年度

理

元年度 ２年度 ３年度 ５

課

年度

指標
活動
指標

他市

款

との
比較検証

項 目 担当係 総務係

Ｃ
　
事

8

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

4

：千円
３０年度 元年度

7

２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 59,551 18,292 56,258 84,220 合



3 1

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

令

基本施策 防災
施策体系

和

施策の内容 災害に強い

２

まちづくり

目
　
　
　
的

年

　災害が起きた際の復

度

旧工事を速やかに行う

評

主
た
る
内
容

　災害によ

価

り損傷があった道路施

）

設の復旧工
ため。 事。

刈

位
置
づ
け

関連計画  

根

谷

拠法令  

対象者 市民 事

市

業期間 ～

実施方法 □直

事

営　■委託　□指定管

務

理　□補助・助成　□

事

その他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業

式

　
実
　
績

３０年度実績

１

元年度実績 ２年度実績

）

３年度計画

　 　 　 必要

会

に応じて実施
　 　 　
　

計

　 　
　 　 　
　　　――

名

――――― 　　　――

担

――――― 　　　――

当

―――――

成果

課題

指

部

標名称（単位）
実績値

建

目標値

３０年度 元年度

設

２年度 ３年度 ５年度

 

部

指標
 

指標
 

他市との

一

比較検証

般会計
道路橋りょ

Ｃ
　
事
　
業

う

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

災

円
３０年度 元年度 ２年

害

度 ３年度 ２年度

（決算

復

） （決算） （決算） （

旧

予算） 事業費内訳

事業

事

費　① 0 0 0 10,0

業

00 合計 0 円

財
　
源

担

特定財源 0 0 0 0

一般

当

財源 0 0 0 10,00

課

0

職員人件費　② 0 0

土

0 0

総事業費（①＋②

木

） 0 0 0 10,000

管

建
設
事
業

全体事業費（

理

単位：千円） 0 ２年度

課

特定財源名称

２年度ま

款

での累積事業費 0

４年

項

度以降の事業費見込 0

目 担当係 道路維持係

11


